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 新型コロナウイルス  

◆１２月３１日現在の感染情報等 

（１）１２月のＰＣＲ検査に基づく新規感染者数は１５万４７７５人（１１月

は１９万７９８９人）、１２月の死者数は２１６２人（１１月は１４５８

人）。 

（２）１２月３１日現在のＰＣＲ検査に基づく累積感染者数は８４万４３９３

人（前日比＋２６６０人）。同日のＰＣＲ検査件数は１万４９４件。 

（３）１２月３１日現在の累積死者数は１万６６６５人（前日比＋３０人）。 

（４）１２月３１日現在の１回目のワクチン接種者数は２７４万２５２７人

（前日比＋０人）。完全接種者数は２５７万２１３６人（前日比＋０人）（人

口の約４７％が接種済み）。 

 

◆規制措置の段階的緩和 

【１２月８日付政府布告、１２月９日付公衆衛生局布告】 

１２月１０日以降、ＯＰ該当者（ワクチン完全接種者、治癒者）に対する全

ての小売店、サービス業を提供する施設の営業が認められる。また、教会での

集団礼拝が認められる。 

１２月２５日以降、ＯＰ該当者に対する宿泊施設の営業が認められる。ただ

し、宿泊には陰性証明書の提示が必要。 

【１２月１４日付政府布告】 

１２月１７日以降、外出禁止令の対象時間は、午後８時から翌午前５時の夜

間のみとなる。 

１２月１７日以降、ＯＴＰ該当者（ワクチン完全接種者、治癒者、陰性証明

書所持者）以外の者の、ＩＣ（インテーシティ）列車、特急列車及び長距離バ

スでの移動を禁止する。 

【１２月１６日付公衆衛生局布告】 

 １２月１７日以降、ＯＰ該当者を対象とする博物館、美術館、屋外スポーツ

施設の営業が認められる。 

【１２月２２日付公衆衛生局布告】 

 １２月２３日以降、小売店及びサービス業の入店制限人数が、従来の２５平

方メートルあたり１名から、１５平方メートルあたり１名に緩和される。 

 健康上の都合でワクチン接種を受けることが出来ない者は、陰性証明書を提

示することで、ＯＰ該当者として認められる。 

【１２月２３日付公衆衛生局布告】 

１月３日以降、ＯＰ該当者を対象とする飲食店での屋内飲食が認められる。

ただし、入店可能な人数は、定員の最大５０％まで。１つのテーブルに着席で
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きるのは４名まで、又は同一世帯のみ。 

 

◆学校における対面授業の禁止（１２月１０日付プラウダ紙） 

政府は、１２月１３日から全国全ての初等学校後期課程（５～９年生）と中

等学校の対面授業を禁止し、オンライン授業へ移行させることを決定した。保

育園、幼稚園、初等学校前期課程（１～４年生）、特別学校、中等看護学校は

通常通り対面授業を行うことができる。グレリング教育相は、「ＷＨＯもユニ

セフも学校閉鎖に明確に反対している」と主張し、全国レベルでの対面授業の

禁止に反対していた。 

１２月２０日から１月９日まで、初等学校及び中等学校等はクリスマス休暇

に入る。グレリング教育相は、「クリスマス休暇以降、対面授業が再び実施さ

れることになるだろう」と述べた。 

（当館注：１月４日、政府は、学校における対面授業を１月１０日から再開す

ることを発表した。） 

 

◆６０歳以上のワクチン接種者に対する現金給付に関する法案の可決（１２月

１０日付プラウダ紙） 

１２月９日、国会は、与党第１党「普通の人々・独立した人達（ＯＬａＮ

Ｏ）」が提出していた６０歳以上のワクチン接種者への現金給付に関する法案

を可決した。６０歳以上の者に対しては、ワクチン接種回数に応じて、以下の

通り２００～３００ユーロの現金が支給される予定。 

（１）１２月３１日までに３回目接種を受けた者：３００ユーロを給付 

（２）１２月３１日までに３回目接種の登録を行い、２０２２年１月１５日ま

でに３回目接種を受ける者：３００ユーロを給付 

（３）６月３０日から１２月３１日までに２回目接種を受けた者：２００ユー

ロを給付 

（４）１２月３１日までに２回目接種の登録を行い、２０２２年１月１５日ま

でに２回目接種を受ける者：２００ユーロを給付 

（５）１１月２５日から１２月３１日までに１回目接種を受けた者：２００ユ

ーロを給付 

（６）１２月３１日までに１回目接種の登録を行い、２０２２年１月１５日ま

でに１回目接種を受ける者：２００ユーロを給付 

（７）１２月３１日までに１回接種型ワクチン（Ｊ＆Ｊ製）による接種を受け

て、２０２２年３月１日までにブースター接種を受ける者：２００ユーロを給

付 
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◆スロバキアにおけるオミクロン株感染者の初確認 

【１２月１１日付公衆衛生局プレスリリース】 

１２月１０日、スロバキアで初となる３名のオミクロン株感染者を確認し

た。３名は複数のオミクロン株ハイリスク国（当館注：報道によれば南部アフ

リカ諸国）を訪問しており、スロバキア入国に際しては、公共交通機関ではな

く個別の移動手段にて入国し、入国後は衛生規制に従い、自宅隔離を遵守して

いた。オミクロン株の市中感染はなく、３名の感染者と同世帯の者は検査を受

ける予定である。 

オミクロン株に感染した３名は、２回ワクチン接種済みであり、症状は軽症

である。 

【１２月１７日付公衆衛生局プレスリリース】 

公衆衛生局は、スロバキアにおいて新たに１名のオミクロン株感染者を確認

した。新たにオミクロン株への感染が確認された者は、ワクチン未接種者で、

スロバキア入国前に複数の南部アフリカ諸国を訪問していた。スロバキアで確

認されたオミクロン株感染者は、これで計４名となった。 

【１２月２２日付公衆衛生局プレスリリース】 

公衆衛生局は、スロバキアにおいて新たに３名のオミクロン株感染者を確認

した。スロバキアで確認されたオミクロン株感染者は、これで計７名となっ

た。新たにオミクロン株への感染が確認された３名についての情報は以下のと

おり。 

（１）外国から帰国後にオミクロン株への感染が確認されていた者の同居人。

当初より検疫措置を遵守しており、陽性判定後は自主隔離を実施している。病

状は軽度。２回目のワクチンを接種済。 

（２）渡航歴がない者。悪寒、喉の痛みの症状がある。同人と接触した者は検

査を受け、検査結果はゲノム解析される予定。２回目のワクチンを接種済。 

（３）アフリカからの帰国者。スロバキア帰国後に検疫措置を遵守している。

筋肉及び喉の痛みの症状がある。ワクチン未接種者。 

【１２月２８日付公衆衛生局プレスリリース】 

公衆衛生局は、新たに４名のオミクロン株感染者を確認した。いずれも、２

回目のワクチンを接種済であった。スロバキアで確認されたオミクロン株感染

者は、これで計１１名となった。新たにオミクロン株への感染が確認された４

名についての情報は以下のとおり。 

（１）渡航歴無し。症状は軽度。 

（２）渡航歴有り。陽性者との濃厚接触者。 

（３）高リスク国への渡航歴有り。症状は軽度（咳）。 

（４）オミクロン株感染者との濃厚接触者。症状は軽度（衰弱、疲労、咳）。 
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１２月に実施されたゲノム解析の暫定結果によると、スロバキアでは依然と

してデルタ株が優勢である。ゲノム解析された陽性サンプルのうち９８．６％

がデルタ株、０．５％がオミクロン株、０．９％がその他の変異株であった。 

（当館注：１月６日現在、スロバキアでは計２０名のオミクロン株感染者が確

認されている。） 

 

◆ブースター接種までの期間短縮（１２月１３日付保健省プレスリリース） 

 １２月１３日以降、２回型接種ワクチンを受けた者が、ブースター接種を受

けることができるまでの期間を、従来の６か月以上から３か月以上に短縮す

る。ブースター接種に利用されるのはmRNAワクチン（ファイザー／ビオンテッ

ク製又はモデルナ製）で、１８歳以上がブースター接種の対象。ブースター接

種の対象者は以下のとおり。 

（１）２回型接種ワクチンの２回目接種を受けてから、３か月以上が経過した

者。 

（２）１回型接種ワクチンの１回目接種を受けてから、２か月以上が経過した

者。 

（３）２回型接種ワクチンの２回目接種又は１回型接種ワクチンの１回目接種

を受けた後に新型コロナウイルスに感染し、治癒してから３か月以上が経過し

た者。 

（４）２回型接種ワクチンの２回目接種又は１回型接種ワクチンの１回目接種

を受けた後、モノクローナル抗体を投与されてから３か月以上が経過した者。 

 

◆５～１１歳児に対するワクチン接種登録開始（１２月２２日付保健省プレス

リリース） 

１２月２２日、全ての５～１１歳児に対するワクチン接種登録が開始され

た。これまで、５～１１歳児は、深刻な病気を抱えている者のみが接種を受け

ることができた。 

５～１１歳児に対する接種には、欧州医薬品庁（ＥＭＡ）によって承認され

た子供用のファイザー／ビオンテック製ワクチンが使用される。子供用の同社

製ワクチンは、成人用ワクチンと比べて成分が３分の１に抑えられている。 

接種を希望する者は、所定の電子フォーマット

（https://vakcinacia.nczisk.sk/registracia）で事前登録を行うことができ

る。登録した者に対し、ＳＭＳやメールで接種日及び接種会場の情報が送信さ

れる。なお、１８歳未満の者の接種には、保護者の同伴が義務づけられてい

る。 

（当館注：１月５日までに、５～１１歳児に対するワクチン接種が実際に開始
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された。） 

 

 内 政  

◆２０２２年国家予算案の国会承認（１２月１５日付プラウダ紙、１６日付経

済新聞） 

１２月１４日、国会は、２０２２年度国家予算案を承認した。２０２２年の

政府歳入は約２００億ユーロ（公共部門全体の歳入は約４４２億ユーロ）、政

府歳出は約２５４億ユーロ（同歳出は約４９４億ユーロ）と見込まれており、

２０２２年の財政赤字（単年）は対ＧＤＰ比で４．９４％、政府債務（累年）

は同６１．５％に達する見込みである。 

２０２２年予算案における優先分野は、社会保障（精神障害者支援、児童手

当増額等）、医療（コロナ以外の通常医療体制の拡充、薬剤開発等）、教育

（就学前教育、地方への補助教員派遣等）である。公共部門全体の歳出のう

ち、最も歳出額が多い分野は年金である。２０２２年の社会保障関連予算は１

３４億ユーロ（前年比で４億４５００万ユーロ増）、医療関連予算は６３億８

０００万ユーロ（同４億１１００万ユーロ増）、教育・科学・研究・スポーツ

関連予算は４０億３０００万ユーロ（同４億５９００万ユーロ増）となってい

る。また、国防関連予算は１８億６０００万ユーロ（同１億８０００万ユーロ

増）、交通インフラ関連予算は１７億１０００万ユーロ（同３億５０００万ユ

ーロ増）、農業関連予算は１２億６０００万ユーロ（同２７００万ユーロ

減）、環境関連予算は８億２０００万ユーロ（同２０００万ユーロ減）となっ

ている。 

政府は、２０２２年に９０億ユーロの社会保障税による税収と、８０億ユー

ロの付加価値税による税収を見込んでいる。なお、２０２２年から２０２４年

にかけて、スロバキアは欧州復興基金から４５億９０００万ユーロを受け取る

予定であり、２０２２年はそのうち４億５４００万ユーロがグリーン経済（特

に建物改修と再生可能エネルギー）、３億２３００万ユーロが教育分野に、２

億１８００万ユーロが医療分野に充てられる。 

政府による２０２１～２０２４年の経済予測は以下のとおり（２０２１年→

２０２２年→２０２３年→２０２４年の順に記載） 

（１）経済成長率：３．７％→４．２％→５．０％→０．７％ 

（２）失業率：７．０％→６．７％→５．７％→５．２％ 

（３）平均賃金（月額）：１１９４ユーロ→１２６０ユーロ→１３２４ユーロ

→１３８８ユーロ 

（４）物価上昇率：２．５％→４．２％→３．１％→１．５％ 

（５）実質賃金上昇率：２．８％→１．３％→１．９％→３．２％ 
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（６）財政赤字：７．９２％→４．９４％→４．９４％→３．２６％ 

（７）政府債務：６１．５％→６１．５％→５８．６％→５８．７％ 

 

◆政党支持率調査結果（１２月１６日） 

世論調査機関AKOによる政党支持率調査の結果は以下のとおり（括弧内は支

持率に基づいた議席数）。2021年を通して、OLaNOとHlas-SDの支持率が減少

した一方で、Smer-SDと極右政党Republikaの支持率が上昇した。 

政党 AKO 2020年選挙 

Hlas-SD（声-社会民主主義）  19.0%(35) ― 

SaS（自由と連帯） 13.9%(25)  6.22% 

Smer-SD（方向-社会民主主義） 13.7%(25) 18.29% 

OLaNO（普通の人々・独立した人達） 9.0%(16) 25.02% 

PS (プログレッシブ・スロバキア) 8.6%(15) ※6.96% 

Sme rodina（我々は家族） 6.5%(12)  8.24% 

KDH（キリスト教民主運動） 6.0%(11)  4.65% 

Republika（共和国） 5.9%(11) ― 

Aliancia（同盟） 3.7% (-) ― 

SNS（スロバキア国民党） 3.6% (-)  3.16% 

LSNS（我々のスロバキア） 3.4% (-)  7.97% 

Za ludi (人々のために) 2.4% (-)  5.77% 

※PS／Spolu としての得票率。PS は、2020 年国会総選挙に Spolu(共に)と政

党連合を形成して参加した。 

 

 外 政  

◆大統領、国会議長、外相の北京冬季五輪への不参加表明 

【１２月９日付ＴＡＳＲ通信】 

１２月９日、スロバキア大統領府は、ＴＡＳＲ通信の取材に対し、「チャプ

トヴァー大統領は、２０２２年北京冬期五輪への不参加を決定した複数の国の

政治家の留保事項を共有している。同大統領は、北京五輪への参加を検討して

いない。いずれにせよ、同大統領はパンデミックの影響により北京五輪への参

加を計画していなかった」とコメントした。 

同日、ユルツォヴァー・スロバキア国会議長報道官は、ＴＡＳＲ通信の取材

に対し、「コラール国会議長は、北京五輪に参加しない。同議長によれば、ス

ロバキアはＥＵと協力して、北京五輪の外交的ボイコットに関する立場を調整

するべきである」と述べた。 

１２月６日、米国は、北京五輪の外交レベルでのボイコットを発表し、中国
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におけるウイグル人に対する「ジェノサイド」及びその他の人権侵害に言及し

ていた。 

【１２月１４日付ＴＡＳＲ通信】 

コルチョク外務・欧州問題相は、１４日の閣議の際に、２０２２年北京冬季

五輪に出席する計画はないと述べた。コルチョク外相は、元々、北京五輪への

出席を考えたことさえなかったため、同五輪の欠席を自動的に北京冬季五輪の

ボイコットと結びつける必要はないと説明しつつ、中国の人権問題に対する自

身の立場は明確である旨付言した。 

 

◆ウクライナ・ロシア国境情勢に関する大統領、首相、国防相発言 

【１２月２１日付Dennik N紙電子版】 

１２月２１日、プーチン露大統領は、ロシア国防省及び軍高官との会議にお

いて、「西側諸国が攻撃的な政策を続けるのであれば、ロシアは軍事的・技術

的な対抗策を取る用意がある。敵対的な行動を取るのであれば、厳しく対応す

る」と述べた。 

チャプトヴァー大統領は、ウクライナ等がＮＡＴＯに加盟すべきではないと

いうロシアの要求に対し、「全ての国が自国の外交政策や安全保障上のパート

ナーシップを選択する権利を有しており、第三国がこの権利を妨げることはで

きない。他方で、ロシアが言及した軍装備管理の問題は重要であり、これにつ

いて対話を継続する余地がある」と述べた。また同大統領は、「ＥＵは明確で

原則的な立場を示し続け、外交的努力と対話を強化することで問題解決のため

の土壌を形成すべきである」と述べた。 

ナジ国防相は、「スロバキアは、ロシア・ウクライナ国境情勢の緊張緩和及

び透明性確保に関与している。対話によってのみ緊張を緩和することができる

が、残念ながら２０１４年以降は対話が散発的で非建設的なものになってい

る。同時に、ウクライナに対する軍事行動は許容できるものではなく、ロシア

に対して重大な帰結をもたらすことになると明確に表明する必要がある」と述

べた。 

【１２月２２日付ヘゲル首相Twitter】 

 欧州の安全保障の変化に関するＮＡＴＯに対するロシアの要請は，冷戦と

我々のＮＡＴＯ同盟加入前の状況を思い起こさせる。ロシアとの健全な対話が

必要である。１つの前提条件は，ウクライナ国境付近の地域からのロシア軍の

撤退である。エスカレーションは強硬な措置をもたらすだけである。 

 

 社 会  

◆２０２１年国勢調査結果の一部公表（１２月２１日付経済新聞） 
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１２月２０日にスロバキア統計局が部分的に公表した２０２１年国勢調査の

結果によれば、スロバキアの総人口は５４４万９２７０人で（うち男性４８．

９％、女性５１．１％）で、１０年前と比べて約５万２０００人増加した。総

人口に占める６５歳以上の割合は、２０１１年は１２．７％だったのに対し、

２０２１年は１７．１％に上昇した。０～１４歳の割合は１５．９％（２０１

１年は１５．３％）、１５～６４歳の割合は６７％（同７２％）であった。総

人口の９８．９％は、恒久的な住所を有するスロバキア国籍保持者である。 

スロバキアに住んでいる人の５３．２％は都市に居住しており、４６．８％

が農村に居住している。また、４９．２％が一軒家に居住しており、４５．

９％が集合住宅に居住している。４．９％は、一軒家及び集合住宅以外の住居

に居住している。 

大学卒業者は１００万１４４６人であり、１０年前の７４万７９６８人から

大きく増加した。他方で、スロバキアで学ぶ大学生の数は減少傾向にあり、１

０年前は１２％の学生が外国の大学を卒業していたが、現在はその割合が１

８％にまで上昇している。 

国勢調査は１０年に１度実施されている。 

 

 経 済  

◆武田薬品によるイノベーション能力センター開設予定（１２月７日付フォー

ブス誌電子版） 

武田薬品は、２０２２年４月にブラチスラバにイノベーション能力センター

（ＩＣＣ）を開設する予定である。ＩＣＣは、武田薬品のイノベーションを支

援することで企業全体の業務機能を変革することを目的としており、３００名

のＩＴ技術者を求人している。武田薬品は、投資額についてコメントしていな

いが、数千万ドル規模になると見られる。 

同社のＩＴ経営管理及びトランスフォーメーション部長のディ・レオ氏は、

「ＩＣＣは、ブラチスラバにオフィスを置く多国籍企業でよく見られるアウト

ソーシングによるシェア・サービスを提供するわけではない。ＩＣＣは、企業

全体のデータ及びデジタル・トランスフォーメーションを支援するために、デ

ジタル技術によるソリューションを開発することになる」と述べた。ＩＣＣの

最初の事業の一つは、武田薬品の従業員のためのヴァーチャル・アシスタント

（ＡＩコンパニオン）を開発することである。 

ＩＣＣは、テクノロジー・アーキテクト、ＩＴデベロッパー、クラウド・エ

ンジニア、フロントエンド及びバックエンド・エンジニア、フルスタック・エ

ンジニアの他、エンタープライズ・アーキテクチャ（ＥＡ）や組織変革管理

（ＯＣＭ）の専門家を募集している。 
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武田薬品がブラチスラバにＩＣＣを開設することを決定した理由は、同社の

重要な拠点があるウィーンに近いこと、質の高い人材を得られること、中欧に

おけるブラチスラバの立地条件が良いことである。 

 

◆ガレク副経済相等率いるスロバキア代表団の台湾訪問（１２月１０日付経済

省プレスリリース） 

１２月５～１１日、キシュ外務・欧州問題省経済・開発協力局長が率いるス

ロバキアの代表団と、ガレク副経済相が率いるビジネス代表団は、経済関係を

強化する目的で台湾を訪問している。同代表団は台湾において、ハイテク分野

における協力の発展や、半導体、電気自動車、スマート・シティ、宇宙産業、

ブロック・チェーン技術等の新しい分野における産業、生産、科学技術、学術

レベルでの活動拡大について話し合った。 

訪台の最大の成果は、半導体に関する経済省局長レベルでの作業部会の設置

と、「スロバキアのための半導体アカデミー（Semiconductors Academy for 

Slovakia）」の開設である。ガレク副経済相は、「スロバキアは、台湾との一

層密接な経済関係とビジネス関係を支援する用意がある。台湾は、小さなアク

ターでも研究開発の分野でグローバル・リーダーになれるという成功例を生み

出した」と述べた。 

キシュ局長率いる代表団は、スロバキア・台湾経済協力委員会の第１回目の

会合に出席するとともに、「経済協力」と「教育、科学、研究、観光」に関す

る２つの作業部会の会合に出席した。また、ビジネス投資フォーラム、第６回

目となる局長レベルによる外務省間協議、第１回目となる経済省間協議、スマ

ート・シティ創設に向けた協力強化に関する朝食会、技術的変化に関する会

議、高雄市における投資フォーラム及びスマート・シティに関するフォーラム

が開催された。 

代表団は、新竹市のサイエンスパークや、台湾国家宇宙センター（ＮＳＰ

Ｏ）、台湾半導体研究所（ＴＳＲＩ）等の科学・研究分野に関する台湾の重要

な経済機関を訪問し、会合の中で交換留学や輸出に関する協力が提案された。

台湾区電気電子工業同業公会（ＴＥＥＭＡ）との会合では、スロバキアへの新

規投資の可能性について議論された。 

今次訪台では、ソフトウェア開発、バイオテクノロジー、研究開発、データ

及び鉱工業分野の民間セクターとビジネス団体の代表者２２名が同行し、経済

協力強化に向けた具体的成果が伴った１００以上の企業間（Ｂ２Ｂ）会談が実

施された。また、科学・研究、イノベーション技術、ビジネス協力支援、スマ

ート・シティ、学術協力、宇宙産業、科学アカデミー間の協力、観光及び半導

体アカデミーに関する９つの覚書が署名された。         （了） 



（出典：スロバキア統計局）
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